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証券コード　6518

平成28年６月３日

株 主 各 位
兵庫県姫路市青山北一丁目１番１号

三 相 電 機 株 式 会 社
代表取締役社長 黒 田 直 樹

第59回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　このたびの熊本地震により被災された株主の皆様には、心よりお見
舞い申し上げます。
　さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席下さいますようご案内申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理行使の
勧誘に関する参考書類」をご検討いただき、同封の委任状用紙に議案に対する賛
否をご表示いただき、ご押印のうえ、折り返しお送りいただきたくお願い申し上
げます。

敬　具
記

１．日　　時 平成28年６月18日（土曜日）　午前10時
２．場　　所 兵庫県姫路市青山北一丁目１番１号

三相電機株式会社　講堂
（末尾の「株主総会会場ご案内略図」をご参照下さい。）

３．目的事項
報告事項　１．第59期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第59期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）計
算書類報告の件

決議事項
第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件

第１号議案および第２号議案の概要は、後記「議決権の代
理行使の勧誘に関する参考書類」（31頁から33頁まで）に
記載のとおりであります。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出下さい
ますようお願い申し上げます。

◎事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合には、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.sanso-elec.co.jp/）に掲載
させていただきます。

◎本株主総会当日、当社の役員および係員はクールビズ（ノーネクタイ）にて対
応させていただきますので、ご理解賜りますようお願い申し上げます。
株主の皆様におかれましても、軽装にてご出席下さいますようお願い申し上げ
ます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
①　事業の経過および成果
　当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府による経済再生と財政再
建に向けた取り組みや、日銀の金融緩和策を背景に、年度後半は円高傾向
で推移したものの、通年では円安・株高が進み、景気は緩やかな回復基調
で推移いたしました。一方、個人消費は消費増税後の落ち込みから抜け出
しつつありますが、物価上昇に伴う実質所得の減少を背景に回復の動きは
もたつき、円安による輸入コストの上昇および新興国の景気減速などの要
因もあり、企業収益は改善が見られるものの、本格的な景気回復までには
至りませんでした。
　当社グループにおいては、中国市場では空調設備の需要の伸びが徐々に
鈍化したものの、日本市場では企業の設備投資が底堅く推移したことで、
半導体製造装置用ポンプや工作機械装置用モータなどでは受注は堅調に推
移いたしました。利益面においては、新製品による収益改善効果があった
ものの、円安による輸入材の高騰がコストを押し上げる要因となり、引き
続き厳しい経営環境が続くこととなりました。
　このような事業環境の中、お客様の要望にきめ細かく対応することで顧
客満足度の向上を図るとともに、新製品であるプレミアム効率モータの拡
販や、プレミアム効率モータを採用したポンプの量産を行い、新規受注に
向けた営業活動を推進してまいりました。また、ポンプ応用技術を活かし
たシステム商品の開発を進めております。更に、販売価格を見直し収益改
善を図るとともに、部品加工の内製化や生産性の向上、幅広い原価低減を
進め業績向上に努めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は133億83百万円（前期比99.6％）、
営業利益は５億26百万円（同112.5％）、経常利益は６億13百万円（同
112.6％）となりました。また、国内生産拠点の統廃合にかかる費用70百万
円を事業構造改革費用として特別損失に計上した一方、繰延税金資産の回
収可能性を検討した結果、法人税等調整額に△２億70百万円を計上したこ
とにより、親会社株主に帰属する当期純利益は６億63百万円（同161.3％）
となりました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度において実施いたしました当社グループの設備投資の総
額は８億81百万円であり、その主なものは機械工作設備の拡充と、金型製
作であります。

③　資金調達の状況
　当社グループは、当連結会計年度において新たに11億80百万円の銀行借
入を行い、設備投資資金ならびに運転資金に充当しております。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

－ 2 －
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⑤　他の会社の事業の譲受の状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状
況

　該当事項はありません。

(2) 財産および損益の状況の推移

区 分
第56期

(平成25年３月期)
第57期

(平成26年３月期)
第58期

(平成27年３月期)

第59期
(当連結会計年度)
(平成28年３月期)

売 上 高(百万円) 11,362 12,277 13,443 13,383

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 ( 百 万 円 )
117 102 411 663

１株当たり当期純利益 (円) 13.05 11.35 45.61 73.57

総 資 産(百万円) 11,368 11,828 12,986 13,867

純 資 産(百万円) 5,915 6,113 6,555 6,976

１株当たり純資産額 (円) 655.74 677.74 726.96 773.79

（注）１株当たり当期純利益は、保有する自己株式を除く期中平均発行済株式総数に基づき、１

株当たり純資産額は、保有する自己株式を除く期末発行済株式総数に基づき算出しており

ます。

(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

岡山三相電機株式会社 20百万円 100.0％ モータ・ポンプ製造販売

播磨三相電機株式会社 40百万円 100.0％ モータ・ポンプ部品製造販売

サンソー精工株式会社 10百万円 100.0％ モータ・ポンプ部品製造販売

新宮三相電機株式会社 10百万円 100.0％ モータ・ポンプ部品製造販売

上海三相電機有限公司 542万米ドル 100.0％ モータ・ポンプ製造販売

－ 3 －
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(4) 対処すべき課題

　今後の業績見通しといたしまして、海外経済の減速影響を受け、企業の現

況には足踏みが見られ、足元の円安水準が持続すれば、企業業績の下振れリ

スクが想定され、依然として楽観視できない状況が続くものと考えられます。

　当社グループにおいては、環境に適合したエコロジー商品に注力し、省エ

ネルギー、高効率のモータとポンプの製品開発を進め、他社製品との比較優

位性を強みとした営業活動や、市場が求める省エネルギー商品の提案で企業

競争力の強化を図ってまいります。また、平成28年４月１日付で株式会社岩

谷電機製作所の全株式を取得し、新規連結子会社にしたことで生産・販売の

効率化をより一層推進し、グループ一丸となって業績の向上に取り組んでま

いります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願

い申し上げます。

(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

　電気機械器具（各種モータ、電動ポンプおよび電子回路応用機器）の製造

ならびに販売

(6) 主要な営業所および工場（平成28年３月31日現在）

当 社

本社および工場 兵庫県姫路市、兵庫県たつの市

営業所他
東京（東京都練馬区）、名古屋（名古屋市西区）、
福岡（福岡市南区）他営業所５箇所、出張所２箇所

子 会 社

岡山三相電機株式会社 岡山県赤磐市

播磨三相電機株式会社 兵庫県宍粟市

サンソー精工株式会社 兵庫県姫路市

新宮三相電機株式会社 兵庫県たつの市

上海三相電機有限公司 中国上海市

(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

部 門 の 名 称 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

名 名

製 造 部 門
411

〔331〕
13
〔6〕

(減)
(減)

研 究 開 発 部 門
31
〔5〕

2
〔-〕

(減)
(－)

営業・全社（共通）部門
97

〔25〕
2

〔1〕
(増)
(減)

合 計
539

〔361〕
13
〔7〕

(減)
(減)

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を〔　〕内に外数で記載して

おります。

－ 4 －
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②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 歳 年
277

〔118〕
13
〔5〕

(減)
(減)

42.7 17.9

（注）使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を〔　〕内に外数で記載して

おります。

(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 490,012千円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 305,002千円

三 井 住 友 銀 行（中国）有 限 公 司 270,600千円

株 式 会 社 み な と 銀 行 239,740千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 223,364千円

２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 36,000,000株

②　発行済株式の総数 9,143,200株

③　株主数 516名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

ケ イ ア ー ル デ ィ ー 株 式 会 社 2,280 25.28

三 相 電 機 取 引 先 持 株 会 1,388 15.39

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ）

407 4.51

徳 永 耕 造 309 3.42

株 式 会 社 石 野 製 作 所 273 3.03

石 野 一 郎 226 2.51

黒 田 栄 子 206 2.28

黒 田 直 樹 205 2.27

三 相 電 機 社 員 持 株 会 190 2.10

ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社 184 2.04

（注）持株比率は自己株式（126,857株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

－ 5 －
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 黒 田 直 樹 上海三相電機有限公司董事長

常 務 取 締 役 小 林 秀 嗣 技術部・営業部・生産管理部担当

取 締 役 岡 本 富 男
統括管理部長・国内関連会社担当
オカダアイヨン株式会社社外取締
役

取 締 役 森 川 晴 彦 上海三相電機有限公司総経理

取 締 役 藤 原 範 和 資材部長・品質保証部担当

取 締 役 足 立 安 孝

ジェム上海社取締役社長
日本電子材料株式会社取締役管理
部門統括部長・コンプライアンス
担当・管理部門統括管掌

常 勤 監 査 役 萩 原 一 郎

監 査 役 浜 野 信 夫 プロジェクト浜野 代表

監 査 役 西 井 博 生

なぎさ監査法人 代表社員
税理士法人なぎさ総合会計事務
所 代表社員
株式会社Ｇ－７ホールディングス
社外監査役

（注）１．取締役足立安孝氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。なお、当

社は足立安孝氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。

２．監査役浜野信夫および西井博生の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役で

あります。なお、当社は浜野信夫および西井博生の両氏を、東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役西井博生氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当

程度の知見を有しております。

４．平成27年６月20日開催の第58回定時株主総会終結の時をもって、監査役赤松光弘氏は

任期満了により退任いたしました。

②　取締役および監査役へ支払った報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

６名
（１名）

88,840千円
（900千円）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

４名
（３名）

6,720千円
（2,220千円）

（注）１．上記には、平成27年６月20日開催の第58回定時株主総会終結の時をもって退任した社

外監査役１名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．平成27年６月20日開催の第58回定時株主総会において取締役の報酬限度額は、年額

300,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬限度額は、年

額50,000千円以内と決議いただいております。なお、取締役の報酬限度額のうち社外

取締役の報酬限度額は年額30,000千円以内であります。

－ 6 －
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該

他の法人等との関係
　取締役足立安孝氏は日本電子材料株式会社の取締役およびジェム上海
社の取締役社長であります。当社と兼職先との間に特別な関係はありま
せん。
　監査役浜野信夫氏はプロジェクト浜野の代表者であります。当社と兼
職先との間に特別な関係はありません。
　監査役西井博生氏はなぎさ監査法人および税理士法人なぎさ総合会計
事務所の代表社員であります。当社と兼職先との間に特別な関係はあり
ません。

ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該

他の法人等との関係
　監査役西井博生氏は株式会社Ｇ-７ホールディングスの社外監査役で
あります。当社と兼職先との間に特別な関係はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

　取締役足立安孝氏は、就任後開催の当事業年度取締役会11回の内10回

に出席し、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を活かし、経営から

独立した客観的・中立的な立場から、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための発言を行っております。

　監査役浜野信夫氏は、当事業年度開催の取締役会14回の内13回に出席

し、主に実業界で長年の経験を蓄積した幅広い知識を活かし、取締役会

の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

また、当事業年度開催の監査役会13回の全てに出席し、監査役会が定め

た方針、業務の分担等に従い、実業界での経験を活かした専門的見地か

ら監査役会の決議事項、検討事項等の承認・可決および提言を行ってお

ります。

　監査役西井博生氏は、就任後開催の当事業年度取締役会11回の内９回

に出席し、公認会計士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の

妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、就任後

開催の当事業年度監査役会10回の内９回に出席し、監査役会が定めた方

針、業務の分担等に従い、公認会計士としての専門的見地から監査役会

の決議事項、検討事項等の承認・可決および提言を行っております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額であります。

－ 7 －

会社役員の状況
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23,000千円

・当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他

の財産上の利益の合計額
23,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、当事業年

度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および

報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った

うえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任または不再任の決定方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再

任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたし

ます。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結して

おります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は当社が支払うべき金

銭その他の財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額に２を乗じて得た額

としております。

⑤　過去２年間に業務の停止の処分を受けた者に関する事項

　当社の会計監査人は、平成27年12月22日、金融庁から、契約の新規の締

結に関する業務の停止３ヶ月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）

の処分を受けました。

－ 8 －

会計監査人の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は
次のとおりであります。
①　当社および子会社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制
　当社および子会社は、法令、定款、その他社内諸規程等の遵守ならびに
社会倫理の尊重を行い、取締役が率先垂範して使用人への周知徹底を図る。
　社内体制としてコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス上
の重要な問題の把握と改善に努めるとともに、コンプライアンス体制の維
持・向上を図る。また使用人が法令もしくは定款上疑義のある行為等を認
知し、それを告発しても当該使用人に不利益な扱いを行わない旨等を規定
する「公益通報者保護規程」を定める。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき文
書または電磁的媒体により記録を行うとともに、閲覧が容易な状態で定め
られた期間、保存および管理を行うものとする。

③　当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．製品市場、為替相場、金利や株価等による市場リスク、信用リスク、

コンプライアンスリスク、情報セキュリティリスク等様々なリスクに対
処するため、「経理規程」、「与信管理規程」、「デリバティブ管理規
程」、「安全衛生管理規程」、および「危機管理規程」に従い対応を図
る。
　全社的なリスクを総括的に管理する部門を総務担当部署とし、リスク
内容により関連規程で定める部署が、リスク管理体制の確立を図る。

ロ．監査役および監査部員は、各部門のリスク管理状態を監査し、監査役
はその結果を取締役会にて報告するものとする。

ハ．事業活動上の重大な事態が発生した場合は、社長の指揮下に対策本部
を設置し迅速な対応を行い、損失・被害を最小限にとどめる体制を整え
るものとする。

④　当社および子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保
するための体制

イ．取締役の職務執行が効率的に行われることの基礎体制として、取締役
会を月１回定時開催するほか、必要に応じ適宜臨時に開催するものとす
る。また執行役員制度を導入しており、執行役員会を月１回定時開催す
るほか、必要に応じ適宜臨時に開催するものとする。

ロ．取締役は、経営戦略遂行のため中期経営計画会議にて、中期経営計画
および年次事業計画の策定を行い、月１回その会議の場において進捗状
況の確認を行うものとする。また執行役員が同会議に出席し、目標達成
のための活動報告を行うものとする。

ハ．取締役の業務執行については、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職
務権限規程」の責任および権限、また執行の手続きに基づき行うものと
する。

⑤　当社および子会社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制

イ．使用人は、法令、定款はもとより社員の行動規範および社内諸規程に
則り行動するものとする。またコンプライアンス委員会は、使用人への
指導教育を補佐し、法令および定款の遵守、コンプライアンスの実効性
の確保に努める。

ロ．使用人は、法令、定款ならびに社会通念に反する行為等の事実を知っ
た場合、「公益通報者保護規程」に基づき、社内の所定の窓口に通報を
行い、不正行為等の早期発見と是正が行われる体制とする。

－ 9 －
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ハ．監査部員は、「内部監査規程」に基づき各部門の業務に関し、法令、
定款および社内諸規程の遵守状況ならびに、職務執行の手続き等の内部
監査を行い、社長および監査役に対しその結果を報告し、内部監査によ
り判明した各部門の指摘事項等の是正確認を行うものとする。

⑥　当社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正
を確保するための体制

イ．当社は、「関係会社管理規程」に基づき子会社を管理する体制とする。
また子会社担当の執行役員を配置し、事業計画の遂行、コンプライアン
ス体制の構築、リスク管理体制の確立等、子会社の統括管理を行うもの
とする。
　更に海外子会社においては、担当の取締役が海外子会社の会計監査人
と連絡を密にし、企業統括に努める。

ロ．国内子会社の代表取締役は、当社の経営会議に出席し、子会社の進捗
状況を定期的に報告するものとする。

ハ．監査役および監査部員は、当社の内部監査と同様に子会社においても
同様の監査を行うものとする。

⑦　当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合に
おける当該使用人に関する事項

　監査役が補助する使用人を必要とした場合、取締役会において監査役と
協議の上、監査部員から監査役の補助すべき使用人として任命することが
できる。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に対
する指示の実行性の確保に関する事項

　監査役の補助する使用人においては、取締役からの独立性を確保するも
のとし、その使用人に対する任命、異動、評価、懲戒は、監査役会の意見
を尊重した上で行うものとする。

⑨　当社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制
イ．「監査役会規程」、「監査役監査規程」に基づき、取締役、執行役員

および使用人が監査役に報告するための体制を整備することとする。
ロ．監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の報告状況を把握するた

め、取締役会、執行役員会および経営会議等の重要会議に出席するとと
もに、稟議書類等の業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役、執行
役員および使用人に対し、説明を求めることができるものとする。

ハ．取締役、執行役員および使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼ
すおそれのある事項ならびに法令および定款違反、不正行為の事実等を
知った場合、監査役に報告するものとする。監査役は、必要に応じて取
締役、執行役員および使用人に対し、報告を求めることができるものと
する。

⑩　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員および使用人またはこれ
らの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制

イ．子会社各社の取締役、監査役および使用人は、当社監査役から業務執
行に関する事項について報告を求められた場合は、速やかに適切な報告
を行うものとする。

ロ．子会社各社の取締役、監査役および使用人は、法令等の違反行為等、
子会社各社若しくは他のグループ各社に著しい損害を及ぼすおそれのあ
る事実については、これを発見し次第、直ちに当社の監査役に対して報
告を行うものとする。

⑪　監査役へ報告したものが当該報告をしたことを理由として不利な取り扱
いを受けないことを確保するための体制
　当社および子会社は、当社監査役へ前項⑨ハおよび⑩の報告をした者に
対し、当該報告をしたことを理由として不利益な扱いを禁止し、その旨を
グループ各社の取締役、監査役および使用人に周知徹底するものとする。

－ 10 －
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⑫　その他の当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための
体制

　監査役は、監査部、会計監査人およびグループ各社の監査役との情報交
換に努め、連携して当社およびグループ各社の監査の実効性を確保するも
のとする。

⑬　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続
その他の当該職務の執行に生ずる費用または債務の処理に係る方針に関
する事項

　監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をしたときは、
担当部署において審議の上、当該監査役の職務の執行に必要でないと認め
られた場合を除き、速やかに当該請求に係る費用または債務を処理するも
のとする。

⑭　財務報告の信頼性を確保するための体制
　財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく、有効かつ
適正な内部統制システムを構築する。また、本システムが適正に機能し、
運用が継続されるよう評価および是正を行う。

⑮　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループは、上記の業務の適正を確保するための体制に基づいて、
適切に内部統制システムが運用されていることを確認しております。なお、
当連結会計年度に実施した内部統制システムの主な運用状況は以下のとお
りであります。

　当社グループは、使用人に対して適宜社員研修・管理職研修等を行い、
社員が守るべき行動規範ならびに法務関連の周知徹底を図っております。
　取締役の職務執行につきましては、取締役会を毎月１回開催し、法令に
定められた事項および経営上の重要案件を審議決定するとともに、取締役
の業務執行の適法性確保や効率性向上のため適切に報告、検討しておりま
す。なお、取締役会付議の重要議案につきましては社外役員に対して事前
説明を行い、必要な判断の実効性を高めております。また、当社の部長職
以上と子会社の社長がメンバーとなる経営会議を毎月４回開催し、重要な
業務執行について報告・協議を行い、業務執行の適正・効率を確保してお
ります。
　監査役は取締役会ほか重要会議への出席や、稟議書の閲覧ほか、各部署
のヒアリング・往査等を通じ会社業務の執行状況を監査しております。

(6) 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　利益配分につきましては、株主様および一般投資家様への企業責任の重大
性を充分に認識し、業績を勘案して安定配当の確保と継続を基本とするとと
もに、グループが成長するための有効投資および財務体質の強化に取り組ん
でまいります。
　当期の配当につきましては、業績など総合的に検討いたしました結果、株
主の皆様の日頃のご支援にお応えすべく、取締役会決議により１株につき、
前期の年５円から１円増配し、年６円の配当とさせていただきます。

（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 11 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

9,394,340

2,485,278

4,007,218

1,144,876

49,107

579,822

697,233

183,445

100,084

148,269

△995

4,473,537

3,426,766

1,397,182

882,500

246,206

693,591

160,550

46,735

83,033

18,258

64,775

963,737

627,781

309,815

29,440

△3,300

（負 債 の 部）

流 動 負 債 4,319,177

支払手形及び買掛金 2,247,405

短 期 借 入 金 390,600

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

639,964

未 払 費 用 307,410

未 払 法 人 税 等 69,192

そ の 他 664,604

固 定 負 債 2,571,944

長 期 借 入 金 1,199,127

リ ー ス 債 務 109,248

繰 延 税 金 負 債 7,500

製 品 補 償 引 当 金 8,779

退職給付に係る負債 1,166,833

負 の の れ ん 23,677

そ の 他 56,777

負 債 合 計 6,891,121

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 6,702,785

資 本 金 871,600

資 本 剰 余 金 1,825,897

利 益 剰 余 金 4,046,158

自 己 株 式 △40,870

その他の包括利益累計額 273,969

その他有価証券評価差額金 △7,135

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △48,393

為替換算調整勘定 367,053

退職給付に係る調整累計額 △37,553

純 資 産 合 計 6,976,755

資 産 合 計 13,867,877 負 債 純 資 産 合 計 13,867,877

－ 12 －
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連 結 損 益 計 算 書

( 自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日 )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 13,383,173

売 上 原 価 11,018,602

売 上 総 利 益 2,364,570

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,838,220

営 業 利 益 526,350

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,837

受 取 配 当 金 42,325

為 替 差 益 69,352

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,382

負 の の れ ん 償 却 額 2,152

そ の 他 16,062 142,112

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13,045

投 資 有 価 証 券 評 価 損 40,377

支 払 手 数 料 1,889 55,311

経 常 利 益 613,150

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 571 571

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,063

事 業 構 造 改 革 費 用 70,662 71,726

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 541,996

法人税、住民税及び事業税 149,607

法 人 税 等 調 整 額 △270,951 △121,344

当 期 純 利 益 663,340

親会社株主に帰属する当期純利益 663,340

－ 13 －
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連結株主資本等変動計算書

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 871,600 1,825,897 3,427,904 △40,544 6,084,856

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △45,086 △45,086

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

663,340 663,340

自 己 株 式 の 取 得 △325 △325

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

－

当 期 変 動 額 合 計 － － 618,254 △325 617,928

当 期 末 残 高 871,600 1,825,897 4,046,158 △40,870 6,702,785

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産
合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延
ヘッジ損益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 78,403 19,148 442,246 △69,463 470,334 6,555,191

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △45,086

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

663,340

自 己 株 式 の 取 得 △325

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△85,539 △67,542 △75,193 31,910 △196,364 △196,364

当 期 変 動 額 合 計 △85,539 △67,542 △75,193 31,910 △196,364 421,564

当 期 末 残 高 △7,135 △48,393 367,053 △37,553 273,969 6,976,755

－ 14 －
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［連結注記表］

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

　子会社５社の全てを連結の対象にしております。

連結子会社の名称　　　　　　　　岡山三相電機株式会社

播磨三相電機株式会社

サンソー精工株式会社

新宮三相電機株式会社

上海三相電機有限公司

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社および関連会社はありませんので該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち上海三相電機有限公司の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、

１月１日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。）

　なお、組込デリバティブを区分して測定することができ

ない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、評

価差額を損益に計上しております。

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ　　　　　　　　時価法

③　たな卸資産　　　　　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定

しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

　当社および国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は

所在地国の会計基準に基づく定額法によっております。

　ただし、当社および国内連結子会社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、

定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　７年～47年

機械装置及び運搬具　４年～９年

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

　当社および国内連結子会社は定額法、在外連結子会社は

所在地国の会計基準に基づく定額法によっております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

－ 15 －
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

②　製品補償引当金　　　　　　　顧客に納入した一部の製品に対して発生した製品補償に

係る支出に備えるため、過去の実績等および対象製品の出

荷数に基づき算定した金額を計上しております。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　　　　　　コモディティデリバティブ

ヘッジ対象　　　　　　　　　原材料

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　社内規程に基づき、原材料価格変動リスクを低減する目

的でヘッジを行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。

②　数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按

分した額を発生時から費用処理することとしております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとしております。

(6) その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産および負債は、在外子会社の決

算日における直物為替相場により円貨に換算し、収益およ

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しており

ます。

②　負ののれんの償却方法および償却期間

　平成22年３月31日までに発生した負ののれんについては

20年間の定額法により償却を行っております。

③　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

－ 16 －
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（会計方針の変更に関する注記）

企業結合に関する会計基準等の適用

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結

合会計基準」という。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成

25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）および「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等を当連結

会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額

を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として

計上する方法に変更しております。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合に

ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する

連結会計年度の連結計算書類に反映させる方法に変更しております。加えて、当期純利益等

の表示の変更を行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4）、連結会計基準

第44－５項(4）および事業分離等会計基準第57－４項(4）に定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞ

れ14,000千円減少しております。

　また、当連結会計年度の１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額はそれぞれ

1.55円減少しております。

（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 9,373,581千円

（連結損益計算書に関する注記）

事業構造改革費用

　国内生産拠点の統廃合にともない、兵庫県宍粟市の土地および建物等の事業用資産につい

て計上した減損損失であります。

　資産のグルーピングは、管理会計上の区分に基づき決定しており、遊休資産については、

個別資産ごとに減損損失の判定および測定を決定しております。

　当該事業用資産については、生産性向上を目的とした生産拠点統合の判断をしたことから、

不要となる資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少価額を事業構造改革費用に

計上しております。なお、内訳は土地23,884千円、建物及び構築物41,978千円ならびに設備

移設費用4,800千円であります。

　また、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値によっておりますが、将来キャッ

シュフローが見込まれないことから、当該資産の帳簿価額の全額および設備移設費用を事業

構造改革費用として計上しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 9,143,200株 －株 －株 9,143,200株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（千円）
配当の原資

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月８日
取締役会

普通
株式

45,188
利益
剰余金

5.0 平成27年３月31日 平成27年６月８日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

（千円）
配当の原資

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成28年５月12日
取締役会

普通
株式

54,098
利益
剰余金

6.0 平成28年３月31日 平成28年６月６日

（金融商品に関する注記）

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金ならびに債券等に限定し、また、資金

調達については資金運用調達計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達してお

ります。

　営業債権である受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、全ての取引先に

対して与信限度額を設定し期日管理および残高管理を行うとともに、四半期毎に信用状況を

把握する体制としております。

　投資有価証券である株式ならびに債券等は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

資金運用管理規程に従い、業務上の関係を有する業務上の株式を除いて、保有状況を継続的

に見直し、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日であります。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）および設備投資資金（長期）であります。

　デリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ管理規程に従って行っており、

また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融

機関とのみ取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、当

社において、連結子会社も含め各社毎の資金繰計画を適時作成する等の方法により管理して

おります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 2,485,278 2,485,287 －

(2) 受取手形及び売掛金 4,007,218 4,007,218 －

(3) 電子記録債権 1,144,876 1,144,876 －

(4) 有価証券及び投資有価証券 674,755 674,755 －

(5) 支払手形及び買掛金 2,247,405 2,247,405 －

(6) 短期借入金 390,600 390,600 －

(7) 長期借入金 1,839,091 1,850,297 △11,206

(8) デリバティブ取引 （69,933） （69,933） －

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(4) 有価証券及び投資有価証券

　有価証券及び投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっており、

債券は取引所の価格または取引金融機関等から提示された価格によっております。

(5) 支払手形及び買掛金、(6) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(7) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(8) デリバティブ取引

　これらの時価については、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定してお

ります。

２．非上場株式等（連結貸借対照表計上額2,134千円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「(4) 有価証券及び投資有価証券」には含めて

おりません。

３．「(7) 長期借入金」には、１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

４．デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる場合には、（　）で表示しております。

（１株当たり情報に関する注記）

(1) １株当たり純資産額 773円79銭

(2) １株当たり当期純利益 73円57銭

－ 19 －
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（重要な後発事象に関する注記）

　当社は、平成28年２月22日の取締役会において、株式会社岩谷電機製作所の全株式を取得し

子会社化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。これにともない平成

28年４月１日付で株式を取得し、同社を子会社化いたしました。

(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称および事業の内容

被取得企業の名称　株式会社岩谷電機製作所

事業の内容　　　　家庭用電気井戸ポンプ、産業用電気ポンプ、設備用電気ポンプの製

造および販売

②　企業結合を行った主な理由

　株式会社岩谷電機製作所は、60年近くにわたりポンプ専業メーカーとして、多くの顧客

に当社グループと同種の商品の提供をしており、高い信頼を得ております。特に関東地域

において強固な顧客基盤を有しております。

　株式会社岩谷電機製作所を当社グループに迎えいれることにより、その知名度を活用し

て関東地域への当社グループ製品の販路拡大を図ることが可能になり、また、原材料の一

括仕入等により仕入コストの削減を図り、収益性の向上を図ることが可能になります。

　上記理由により、当社グループの企業価値向上を図ることができると判断いたしまし

た。

③　企業結合日

平成28年４月１日

④　企業結合の法的形式

現金を対価とした株式取得

⑤　結合後企業の名称

変更ありません。

⑥　取得した議決権比率

100％

(2) 被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

取得の対価　　　　　　　　　　現金　　　　　41,275千円

(3) 主要な取得関連費用の内容および金額

アドバイザリーに対する報酬・手数料等　　　　15,000千円

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れた資産および引き受けた負債の額ならびにその主な内訳

現時点では確定しておりません。

－ 20 －
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貸　借　対　照　表
（平成28年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

リ ー ス 投 資 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,538,732

1,391,066

796,516

1,134,893

2,790,194

49,107

410,573

337,779

67,992

91,248

470,359

△1,000

4,444,745

2,660,499

1,195,426

88,276

525,323

573

126,112

643,956

64,402

16,427

20,084

16,099

3,985

1,764,161

627,781

30,327

210

614,067

297,233

340,690

52,312

20,837

△219,300

（負 債 の 部）

流 動 負 債 3,681,782

支 払 手 形 571,531

買 掛 金 1,781,074

１年内返済予定の
長 期 借 入 金

622,384

未 払 金 226,548

未 払 費 用 251,397

未 払 法 人 税 等 39,000

預 り 金 25,608

そ の 他 164,237

固 定 負 債 2,406,524

長 期 借 入 金 1,172,182

リ ー ス 債 務 93,393

製 品 補 償 引 当 金 8,779

退 職 給 付 引 当 金 1,075,391

そ の 他 56,777

負 債 合 計 6,088,307

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 5,950,700

資 本 金 871,600

資 本 剰 余 金 1,824,190

資 本 準 備 金 1,824,190

利 益 剰 余 金 3,295,642

利 益 準 備 金 79,200

その他利益剰余金 3,216,442

別 途 積 立 金 2,080,000

繰越利益剰余金 1,136,442

自 己 株 式 △40,731

評価・換算差額等 △55,529

その他有価証券評価差額金 △7,135

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △48,393

純 資 産 合 計 5,895,171

資 産 合 計 11,983,478 負 債 純 資 産 合 計 11,983,478

－ 21 －
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損　益　計　算　書

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 11,367,139

売 上 原 価 9,613,153

売 上 総 利 益 1,753,985

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,466,163

営 業 利 益 287,822

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,447

受 取 配 当 金 84,955

為 替 差 益 10,540

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,382

そ の 他 14,542 116,868

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,310

投 資 有 価 証 券 評 価 損 40,377

支 払 手 数 料 1,889 49,577

経 常 利 益 355,113

特 別 損 失

事 業 構 造 改 革 費 用 73,067

関係会社貸倒引当金繰入額 173,000

そ の 他 75 246,142

税 引 前 当 期 純 利 益 108,970

法人税、住民税及び事業税 48,266

法 人 税 等 調 整 額 △287,100 △238,833

当 期 純 利 益 347,804

－ 22 －
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株主資本等変動計算書

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合 計資 本

準備金

資本剰余

金 合 計

利 益

準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余

金 合 計別 途

積 立 金

繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 871,600 1,824,190 1,824,190 79,200 2,080,000 833,825 2,993,025 △33,286 5,655,529

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △45,188 △45,188 △45,188

当 期 純 利 益 347,804 347,804 347,804

自己株式の取得 △7,445 △7,445

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
－

当期変動額合計 － － － － － 302,616 302,616 △7,445 295,171

当 期 末 残 高 871,600 1,824,190 1,824,190 79,200 2,080,000 1,136,442 3,295,642 △40,731 5,950,700

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等

合 計

当 期 首 残 高 78,403 19,148 97,551 5,753,081

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △45,188

当 期 純 利 益 347,804

自己株式の取得 △7,445

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△85,539 △67,542 △153,081 △153,081

当期変動額合計 △85,539 △67,542 △153,081 142,089

当 期 末 残 高 △7,135 △48,393 △55,529 5,895,171

－ 23 －

株主資本等変動計算書



2016/05/23 18:18:42 / 15175201_三相電機株式会社_招集通知

［個別注記表］

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準および評価方法

(1) 子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しております。）

　なお、組込デリバティブを区分して測定することができ

ない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、評

価差額を損益に計上しております。

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(3) たな卸資産

製品・仕掛品　　　　　　　　総平均法による原価法

原材料　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお

ります。）

２．デリバティブの評価基準および評価方法

　時価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については定額法）を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　７～47年

機械及び装置　　　４～９年

(2) 無形固定資産　　　　　　　　　定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 製品補償引当金　　　　　　　　顧客に納入した一部の製品に対して発生した製品補償に

係る支出に備えるため、過去の実績等および対象製品の出

荷数に基づき算定した金額を計上しております。

(3) 退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務に基づき計上しております。

－ 24 －
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①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業

年度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額

基準によっております。

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按

分した額を発生時から費用処理することとしております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　　　　　　　　　コモディティデリバティブ

ヘッジ対象　　　　　　　　　原材料

(3) ヘッジ方針　　　　　　　　　　社内規程に基づき、原材料価格変動リスクを低減する目

的でヘッジを行っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者

の変動額等を基礎にして判断しております。

６．その他計算書類作成のための重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過

去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類

におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2) 消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 7,183,707千円

(2) 偶発債務

　関係会社の金融機関からの借入金に対し債務保証を行っております。

上海三相電機有限公司 370,600千円

播磨三相電機株式会社 44,525千円

新宮三相電機株式会社 20,000千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 534,226千円

②　長期金銭債権 349,546千円

③　短期金銭債務 560,391千円

（損益計算書に関する注記）

(1) 関係会社との取引高

①　売上高 506,926千円

②　仕入高 3,521,215千円

③　営業取引以外の取引高 246,092千円

－ 25 －
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(2) 事業構造改革費用

　国内生産拠点の統廃合にともない、兵庫県宍粟市の建物等の事業用資産について計上した減

損損失33,067千円および関係会社株式評価損40,000千円であります。

　資産のグルーピングは、管理会計上の区分に基づき決定しており、遊休資産については、個

別資産ごとに減損損失の判定および測定を決定しております。

　当該事業用資産については、生産性向上を目的とした生産拠点統合の判断をしたことから、

不要となる資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少価額を事業構造改革費用に計

上しております。減損損失の内訳は、建物32,154千円および構築物921千円であります。

　なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値によっておりますが、将来キャッシ

ュフローが見込まれないことから、当該資産の帳簿価額の全額を事業構造改革費用として計上

しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 105,573株 21,284株 －株 126,857株

（注）自己株式数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得20,400株および単元未満

株式の買取884株によるものであります。

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社および関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
播磨三相電
機株式会社

直接 100％ 債務保証

播磨三相電機
株式会社の銀
行借入に対す
る 債 務 保 証

44,525 － －

子会社
新宮三相電
機株式会社

直接 100％

資金の援助

債務保証

利息の受取(注１) 2,086

関 係 会 社
長期貸付金

297,233

流 動 資 産
そ の 他

176

新宮三相電機
株式会社の銀
行借入に対す
る 債 務 保 証

20,000 － －

子会社
上海三相電
機有限公司

直接 100％

役員の兼任

債務保証

配 当 金 の 受 取
（ 注 ２ ）

42,728 － －

上海三相電機
有限公司の銀
行借入に対す
る 債 務 保 証

370,600 － －

取引条件および取引条件の決定方針等

（注）１．資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しております。

２．配当金については、子会社の純利益から必要投資等を控除した金額をベースに協議

の上決定しております。

３．上記の他、子会社への債権に対して貸倒引当金216,000千円、貸倒引当金繰入額

173,000千円を計上しております。

－ 26 －

個別注記表
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（税効果会計に関する注記）

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 14,168千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 67,420千円

未払事業税 2,464千円

未払費用否認 59,659千円

退職給付引当金 329,079千円

減価償却費損金算入限度超過額 510千円

製品補償引当金 2,698千円

その他 62,023千円

繰延税金資産小計 538,024千円

評価性引当額 △106,084千円

繰延税金資産合計 431,939千円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部

を改正する等の法律（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年

４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

これに伴い、繰延税金資産および繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は前事業年度

の計算において使用した32.3％から平成28年４月１日に開始する事業年度および平成29年４

月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成30年４月

１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、30.6％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額が23,309千円、繰延ヘッジ損益が1,049千円それ

ぞれ減少し、法人税等調整額が22,260千円増加しております。

（１株当たり情報に関する注記）

(1) １株当たり純資産額 653円83銭

(2) １株当たり当期純利益 38円52銭

－ 27 －

個別注記表
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月25日

三相電機株式会社

取 締 役 会　　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 市 之 瀬 　 申 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 井 　 啓 仁 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三相電機株式会社の平成27年４月１

日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、三相電機株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

　以　　上

－ 28 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書

平成28年５月25日

三相電機株式会社

取 締 役 会　　御中

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 市 之 瀬 　 申 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 平 井 　 啓 仁 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三相電機株式会社の平成27年
４月１日から平成28年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　　上

－ 29 －

会計監査人の監査報告書
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第59期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につ
いては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確
保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通
知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成28年５月27日

三相電機株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 萩 原 一 郎 

監査役(社外監査役) 浜 野 信 夫 

監査役(社外監査役) 西 井 博 生 

以　上

－ 30 －

監査役会の監査報告書
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類

議決権の代理行使の勧誘者 三相電機株式会社

代表取締役社長 黒田 直樹

第１号議案　取締役７名選任の件

　取締役全員(６名)は本総会終結のときをもって任期満了となります。

つきましては、経営体制の強化を図るため１名を増員し、取締役７名

の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 の 数

く ろ だ 　 な お き

黒 田 直 樹
（昭和34年２月１日生）

平成元年３月　当社入社
平成10年10月　当社品質管理部長
平成13年６月　当社取締役品質保証部・品質管理

部担当
平成16年７月　当社取締役経営企画部・情報シス

テム部担当
平成18年５月　当社常務取締役
平成18年５月　上海三相電機有限公司董事長

（現在に至る）
平成18年６月　当社代表取締役社長

（現在に至る）

205,216株

こばやし ひでつぐ

小 林 秀 嗣
（昭和29年５月８日生）

昭和52年４月　当社入社
平成８年２月　当社技術本部研究部長
平成12年６月　当社取締役研究開発部担当
平成17年７月　当社取締役品質保証部・汎用ポン

プ営業部・東京第一営業部・東京
第二営業部担当

平成20年４月　当社取締役営業部長
平成21年４月　当社取締役研究開発部・営業部担

当
平成21年10月　当社取締役技術部・営業部担当
平成23年６月　当社常務取締役技術部・営業部担

当
平成27年９月　当社常務取締役技術部・営業部・

生産管理部担当
（現在に至る）

10,200株

おかもと とみお

岡 本 富 男
（昭和32年１月18日生）

平成３年７月　当社入社
平成14年11月　当社経理部長
平成17年６月　当社取締役総務人事部担当・経理

部長
平成18年６月　当社取締役経営企画部・情報シス

テム部・総務人事部担当・経理部
長

平成20年４月　当社取締役統括管理部長
平成25年６月　当社取締役統括管理部長・国内関

連会社担当
（現在に至る）

平成27年６月　オカダアイヨン株式会社社外取締
役
（現在に至る）

8,000株

－ 31 －

取締役選任議案
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氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 の 数

もりかわ はるひこ

森 川 晴 彦
（昭和26年９月１日生）

昭和52年４月　当社入社

平成８年２月　当社技術本部開発部長

平成14年４月　当社研究開発部長

平成17年２月　上海三相電機有限公司副総経理

平成20年６月　上海三相電機有限公司総経理

（現在に至る）

平成23年６月　当社取締役

（現在に至る）

10,200株

ふじわら のりかず

藤 原 範 和
（昭和36年１月14日生）

昭和58年４月　当社入社

平成17年２月　当社研究開発部長

平成25年１月　当社品質保証部副部長

平成25年６月　当社執行役員品質保証部長

平成27年６月　当社取締役資材部長・品質保証部

担当

（現在に至る）

5,000株

あ だ ち  や す た か

足 立 安 孝
（昭和26年９月17日生）

平成10年１月　日本電子材料株式会社入社

平成16年７月　同社経理シニアマネージャー

平成20年４月　同社管理部門副統括部長

平成21年４月　ジェム上海社取締役社長

（現在に至る）

平成21年６月　日本電子材料株式会社取締役管理

部門統括部長・コンプライアンス

担当

平成25年４月　同社取締役管理部門統括部長・コ

ンプライアンス担当・管理部門統

括管掌

（現在に至る）

平成27年６月　当社取締役

（現在に至る）

0株

※
ま つ し た  と し お

松 下 年 男
（昭和39年２月１日生）

昭和62年４月　当社入社

平成21年４月　当社営業部長

平成25年４月　当社製造部長

平成25年６月　当社執行役員製造部長

（現在に至る）

1,000株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

３．取締役候補者足立安孝氏は社外取締役候補者であります。

４．足立安孝氏を社外取締役候補者とする理由（社外取締役としての職務を適切に遂行す

ることができるものと判断する理由を含む。）

　足立安孝氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映してい

ただくため、社外取締役として選任をお願いするものであります。

５．足立安孝氏は、当社の取締役に就任後１年が経過しております。

６．当社は足立安孝氏との間で会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度とす

る責任限定契約を締結しております。足立安孝氏の再任が承認された場合は、同氏と

の当該契約を継続する予定であります。

７．当社は足立安孝氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出

ております。
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取締役選任議案



2016/05/23 18:18:42 / 15175201_三相電機株式会社_招集通知

第２号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数が欠けた場合に備え、補欠監査役１名の

選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（生 年 月 日）

略　歴（重 要 な 兼 職 の 状 況）
所有する当社
の 株 式 の 数

ありた ひさのり

有 田 尚 徳
（昭和17年２月15日生）

昭和40年４月　株式会社神戸銀行（現・株式会社

三井住友銀行）入行

昭和50年３月　弁護士登録

（現在に至る）

0株

（注）１．補欠監査役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．補欠監査役候補者有田尚徳氏は、社外監査役候補者であります。

３．有田尚徳氏を補欠の社外監査役候補者とする理由（社外監査役としての職務を適切に

遂行することができるものと判断する理由を含む。）

　有田尚徳氏は、長年の弁護士として培われた法律知識を、監査役に就任された場合

に当社監査体制の強化に活かしていただけると判断したものであります。

４．有田尚徳氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度とする責任限定契約を締結する予定であります。

　以　上
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補欠監査役選任議案
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メ　　モ
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新しい文書
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新しい文書
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 略 図
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会　場：兵庫県姫路市青山北一丁目１番１号

三相電機株式会社　講堂

電　話（079）266－1200

交通機関
ＪＲ：姫新線＜余部駅＞ 下車徒歩　約６分

どやま

バス：神姫バス＜遠山バス停＞ 下車徒歩　約３分

（できるだけ公共交通機関をご利用いただきますようお願い申し上げます。）

地図




